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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第１四半期連結
累計期間

第100期
第１四半期連結
累計期間

第99期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (百万円) 9,837 10,058 39,492

経常利益 (百万円) 770 439 2,419

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
(百万円) 537 285 2,005

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 773 77 1,712

純資産額 (百万円) 34,237 33,625 33,950

総資産額 (百万円) 42,346 42,123 41,731

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
(円) 27.59 15.57 104.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 78.2 77.7 79.0

（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２.売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

太陽化学株式会社(E00472)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀の経済対策や金融緩和政策等により、企業収益の

改善や雇用情勢の改善がみられ、緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外は中国の景気減速の懸念や原油安

の影響、米国の利上げ予測や英国のＥＵ離脱による為替相場の変動など依然として不透明な経営環境となりまし

た。

　当社事業の主要分野であります食品業界におきましては、節約志向の継続により個人消費が伸び悩む中、穀物相

場の変動、商品の安全性確保など企業を取り巻く事業環境は、依然として厳しい状況が続いております。

　このような環境の中で当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、引き続き対処すべき課題とし

て、①市場変化への対応、②販売の強化（グローバル化）、③品質管理体制の維持・強化、④環境への取り組み、

⑤人材育成、⑥業務改善による全体最適化を掲げ、企業価値の向上に取り組んでおります。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、100億58百万円（前年同四半期比2.2％増）となりました。

　営業利益は、化粧品・トイレタリー用途の乳化剤及び飲料・サプリメント用途の機能性食品素材の売上が増加し

たこと等により７億87百万円（前年同四半期比14.2％増）となりました。経常利益は、為替相場の変動による為替

差損の計上等により４億39百万円（前年同四半期比43.0％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益

は、２億85百万円（前年同四半期比46.9％減）となりました。

 

　当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの状況は次のとおりであります。

 

■　ニュートリション事業

　医療、健康食品及び飲料業界等にカテキン（緑茶抽出物）、テアニン（機能性アミノ酸）、水溶性食物繊維等の

機能性食品素材、ミネラル製剤、ビタミン製剤等を製造、販売しております。

　水溶性食物繊維は、国内の医療用途は増加しましたが、米国市場のサプリメント用途が減少したため、前年を下

回りました。

　カテキン（緑茶抽出物）は、国内の飲料用途は増加しましたが、欧米市場のサプリメント用途が減少したため、

前年を下回りました。

　ミネラル製剤は、国内市場、アジア・欧州市場が増加したため、前年を上回りました。

　テアニン（機能性アミノ酸）は、国内市場の飲料・サプリメント用途が増加したため、前年を上回りました。

　ビタミン製剤は、国内市場が減少したため、前年を下回りました。

　この結果、売上高は、18億16百万円（前年同四半期比0.3％減）、営業利益は、３億47百万円（前年同四半期比

21.0％増）となりました。

 

■　インターフェイスソリューション事業

　乳製品、飲料、菓子、パン、加工油脂等の業界、及び化粧品、トイレタリー業界等に、乳化剤、安定剤等の食品

素材、品質改良剤を製造、販売しております。

　乳化剤は、一般食品用途及び飲料用途は前年並みとなりましたが、化粧品、トイレタリー用途が増加したため前

年を上回りました。

　安定剤は、医療食用途が増加したため、前年を上回りました。

　この結果、売上高は、33億39百万円（前年同四半期比3.5％増）、営業利益は、４億４百万円（前年同四半期比

3.5％増）となりました。

 

■　アグリフード事業

　乳製品、飲料、菓子、パン、ハム・ソーセージ、即席めん、農産加工業界等に、鶏卵加工品、たん白素材、即席

食品用素材、フルーツ加工品、農産加工品等の食品素材、品質改良剤を製造、販売しております。

　鶏卵加工品は、液卵加工品は前年並みとなりましたが、粉末卵が減少したため、前年を下回りました。

　即席食品用素材は、アジア市場の売上が増加したため前年を上回りました。

　フルーツ加工品は、冷菓用途が増加したため、前年を上回りました。

　この結果、売上高は、48億49百万円（前年同四半期比1.9％増）、営業利益は、33百万円（前年同四半期比

165.2％増）となりました。

 

 

 

EDINET提出書類

太陽化学株式会社(E00472)

四半期報告書

 4/17



 

■　その他

　料理飲食等の事業を行なっております。

　売上高は、53百万円（前年同四半期比73.2％増）、営業利益は、２百万円（前年同四半期は、１百万円の営業損

失を計上）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が前連結会計年度末に比較して３億91百万円増加して、421

億23百万円となりました。主な資産の変動は、受取手形及び売掛金の増加８億２百万円、投資その他の資産のその

他の増加２億90百万円、原材料及び貯蔵品の減少６億51百万円です。

　負債は前連結会計年度末に比較して７億17百万円増加して84億97百万円となりました。主な負債の変動は、支払

手形及び買掛金の増加６億２百万円、流動負債のその他の増加２億24百万円、賞与引当金の減少１億14百万円で

す。

　純資産は、前連結会計年度末に比較して３億25百万円減少して336億25百万円となりました。これは主に、親会

社株主に帰属する四半期純利益２億85百万円の計上、その他有価証券評価差額金の増加１億５百万円、為替換算調

整勘定の減少２億48百万円、配当金の支払による減少４億３百万円によるものです。

　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の79.0％から77.7％となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億97百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現
在　　　　　　発行数

（株）
（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所　
名又は登録認可金融　
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,513,701 23,513,701
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株であり

ます。

計 23,513,701 23,513,701 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金　
増減額　　
（千円）

資本準備金　
残高　　　
（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 23,513,701 － 7,730,621 － 7,914,938

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式    5,158,800
－ －

（相互保有株式）

普通株式       20,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,328,400 183,284 －

単元未満株式 普通株式        5,801 － －

発行済株式総数 23,513,701 － －

総株主の議決権 － 183,284 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式が28株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義　　
所有株式数
（株）

他人名義　　
所有株式数
（株）

所有株式数　
の合計　
（株）

発行済株式総数　
に対する所有　　
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

太陽化学株式会社

三重県四日市市

山田町800番
5,158,800 － 5,158,800 21.93

（相互保有株式）

株式会社サンフコ

東京都千代田区

鍛冶町一丁目８番３号
20,700 － 20,700 0.08

計 － 5,179,500 － 5,179,500 22.02

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、5,158,828株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,187,371 5,223,326

受取手形及び売掛金 9,761,368 10,564,334

商品及び製品 3,341,061 3,352,665

仕掛品 393,695 381,029

原材料及び貯蔵品 3,638,496 2,987,362

その他 569,306 525,675

貸倒引当金 △25,261 △26,329

流動資産合計 22,866,037 23,008,065

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,884,047 4,894,037

土地 6,038,454 6,036,318

その他（純額） 2,474,946 2,338,546

有形固定資産合計 13,397,448 13,268,903

無形固定資産   

のれん 45,118 41,055

その他 225,399 207,954

無形固定資産合計 270,518 249,009

投資その他の資産   

投資有価証券 3,739,249 3,847,871

その他 1,475,261 1,766,135

貸倒引当金 △17,450 △16,950

投資その他の資産合計 5,197,061 5,597,057

固定資産合計 18,865,028 19,114,969

資産合計 41,731,066 42,123,034

 

EDINET提出書類

太陽化学株式会社(E00472)

四半期報告書

 9/17



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,005,652 5,608,582

未払法人税等 122,603 125,561

賞与引当金 240,825 126,424

その他 1,450,901 1,675,426

流動負債合計 6,819,984 7,535,994

固定負債   

退職給付に係る負債 193,371 193,299

役員退職慰労引当金 362,874 362,874

その他 403,917 405,788

固定負債合計 960,163 961,962

負債合計 7,780,147 8,497,956

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,730,621 7,730,621

資本剰余金 7,918,674 7,918,674

利益剰余金 20,688,701 20,570,538

自己株式 △4,612,549 △4,612,549

株主資本合計 31,725,447 31,607,284

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,106,805 1,212,605

繰延ヘッジ損益 △10,096 2,308

為替換算調整勘定 203,602 △45,295

退職給付に係る調整累計額 △51,826 △48,359

その他の包括利益累計額合計 1,248,485 1,121,258

非支配株主持分 976,985 896,534

純資産合計 33,950,918 33,625,077

負債純資産合計 41,731,066 42,123,034
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 9,837,764 10,058,123

売上原価 7,668,389 7,833,100

売上総利益 2,169,374 2,225,022

販売費及び一般管理費 1,479,457 1,437,048

営業利益 689,917 787,974

営業外収益   

受取利息 10,921 8,304

受取配当金 18,697 17,709

為替差益 70,813 -

その他 16,208 6,484

営業外収益合計 116,640 32,499

営業外費用   

支払利息 4,312 5,945

貸与資産減価償却費 1,543 1,584

為替差損 - 361,610

持分法による投資損失 13,428 7,853

租税公課 15,648 -

その他 1,223 4,193

営業外費用合計 36,156 381,186

経常利益 770,402 439,287

特別利益   

固定資産売却益 740 -

関係会社出資金譲渡益 ※１ 85,526 -

特別利益合計 86,267 -

特別損失   

固定資産除売却損 3,284 13,209

特別損失合計 3,284 13,209

税金等調整前四半期純利益 853,385 426,077

法人税等 273,454 115,362

四半期純利益 579,930 310,715

非支配株主に帰属する四半期純利益 42,065 25,070

親会社株主に帰属する四半期純利益 537,865 285,644
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 579,930 310,715

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 122,254 100,984

為替換算調整勘定 60,021 △338,006

退職給付に係る調整額 857 3,466

持分法適用会社に対する持分相当額 10,800 806

その他の包括利益合計 193,933 △232,748

四半期包括利益 773,864 77,966

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 713,132 158,418

非支配株主に係る四半期包括利益 60,732 △80,451
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　関係会社出資金譲渡益

　前第１四半期連結累計期間において、当社グループは太陽食品(天津)有限公司における出資持分を譲渡

し、関係会社出資金譲渡益85,526千円として特別利益に計上いたしました。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 270,784千円 260,172千円

のれんの償却額 4,063千円 4,063千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り　配当
額　（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 352,575 18 平成27年３月31日 平成27年６月９日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り　配当
額　（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日

取締役会
普通株式 403,807 22 平成28年３月31日 平成28年６月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
ニュー
トリション
事業

インター
フェイス
ソリュー
ション
事業

アグリ
フード
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,821,596 3,224,640 4,760,529 9,806,766 30,997 9,837,764

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 1,821,596 3,224,640 4,760,529 9,806,766 30,997 9,837,764

セグメント利益

又は損失（△）
287,567 391,055 12,448 691,070 △1,153 689,917

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、料理飲食等の事業であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
ニュー
トリション
事業

インター
フェイス
ソリュー
ション
事業

アグリ
フード
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,816,283 3,339,091 4,849,074 10,004,449 53,673 10,058,123

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 1,816,283 3,339,091 4,849,074 10,004,449 53,673 10,058,123

セグメント利益 347,937 404,772 33,010 785,719 2,254 787,974

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、料理飲食等の事業であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更により、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

EDINET提出書類

太陽化学株式会社(E00472)

四半期報告書

14/17



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 27円59銭 15円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
537,865 285,644

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
537,865 285,644

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,496 18,345

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年５月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………403,807千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………22円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年６月７日

（注）　平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 
 
 平成28年８月５日
 
太陽化学株式会社  
 
 取締役会　御中   

 

 

 仰星監査法人  

 

 

代表社員
業務執行社員

  公認会計士  三 　宅 　恵 　司 　㊞

 
 

業務執行社員   公認会計士  小 　出 　修 　平 　㊞
 

 
 
 
 
 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太陽化学株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太陽化学株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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